
外食業分野における医療・福祉施設給食業等の
飲食料品製造業分野での受入れ（案）について
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【概要】
外食業分野の対象であった医療・福祉施設給食業等（食材の下処理、非加熱・加熱調理等の一連の製

造を行い、医療・福祉施設給食等を製造する業務）の新規申請分について、令和９年度から、緊急的措
置として飲食料品製造業分野で受け入れる。

【措置の内容】
① 分野別運用方針の改正

育成就労の外食業分野の分野別運用方針では、外食業の業務区分の主たる技能として医療・福祉施
設給食製造が設定されているが、これを飲食料品製造業の業務区分に付け替える。

② 上乗せ告示の改正
飲食料品製造業分野の上乗せ告示に、飲食料品製造業分野の受入れ対象となる事業所として、日本

標準産業分類に掲げる産業のうち、中分類：81学校教育、82その他の教育・学習支援業、83医療業、
85社会保険・社会福祉・介護事業を営む事業所において小分類：773施設給食業を営む場合を追加す
る。

【措置の理由】
医療・福祉施設給食業等については、これまで外食業分野で受入れを行ってきたが、セントラルキッ

チンのような接客がない事業所については、飲食料品製造業分野で受け入れる運用も行ってきたところ
であり、医療・福祉施設給食等に係る事業所の業務内容を精査したところ、接客の比率が低い事業所も
多い。

また、医療・福祉施設給食業等の就業者は医療・福祉、学校教育といった公共サービスに必要なエッ
センシャルワーカーであるが、国内の人材確保が進んでおらず、外食業分野での受入れ停止措置もとら
れたところである。このままでは、医療・福祉施設において、患者や利用者の病態や治療方針に応じた
給食の提供が困難となり、特に人材確保が困難な地方部では、適切な栄養管理や療養環境の維持に重大
な支障を来すおそれがある。

このため、今期における緊急的措置として、新たに受け入れる外国人については、飲食料品製造業分
野として育成・従事させることとする。

医療・福祉施設給食業等の飲食料品製造業分野での受入れ（案）
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（参考）移行前と移行後における各分野の業務について
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医療・福祉施設給食等をめぐる状況

• 公共サービスである医療・福祉、学校教育の国民への提供にあたり、給食の安定的かつ円滑な提供は不
可欠。外食業分野については、受入れ見込数を超えることが見込まれたため、本年４月に受入れ停止措
置を行ったところ。

• 休日含め１日３食を提供する医療・福祉施設給食等の現場では、朝食対応のための早朝対応、翌日の仕
込みなどの遅番対応、衛生管理の厳しさ、地方勤務等により人手が集まりにくい実態がある。
（有効求人倍率：給食等調理員（学校給食除く）7.37、学校給食調理員2.36）

• また、患者や入居者等の状態に応じた多種多様な食事提供が求められることから、特定のメニューの提
供を前提とする一般外食向けの汎用性のある食品機械の導入が進まず、病院等の調理場を借り受けて営
業する場合も多いことから、生産性向上の取組にも限界がある状況。

【有効求人倍率（令和８年５月）】 【病院における食事の種類（例）】

飲食物調理従事者 2.15

給食等調理員
（学校給食除く） 7.37

学校給食調理員 2.36

（参考）職業計 0.99

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」

種類・形態
一般食 常食、常食（軟飯）、全粥食、分粥

食、流動食
治療食 高血圧食、糖尿病食、肝臓病食、す

い臓病食、貧血食、胃・十二指腸潰
瘍食、低残渣食、腎臓病食、痛風、
高度肥満食、脂質異常症食等

※食形態：きざみ、ペースト、一口小、一口大
粘度：弱、普通、強
アレルギー対応、食嗜好への対応等
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求人充足率
33.0％

募集・採用状況＊

充足
0%

欠員あり
59%

多数欠員
38%

撤退も検討
3%

人員配置状況＊

人員確保の緊急性

採用 49,351人／募集 149,418人
有効求人倍率※ 7.37

※給食等調理員（学校給食除く）

○ 医療・福祉施設給食受託事業者が提供する食数は増加を続けている一方、調理従事者数は横ばいで推移
しており、需要増に対応する人員確保が進んでいない。

○ 欠員※のない事業者は存在せず、うち約４割には多数の欠員が生じているなど、人員不足が常態化してい
る。このまま人員不足が一層深刻化した場合には、医療・福祉施設における給食提供体制の維持が困難
となり、患者や利用者の病態・状態に応じた食事の提供や適切な栄養管理に支障を来すおそれがある。

○ こうした人員不足の背景には人材確保の困難さがあり、求人充足率は約３割に留まるだけでなく、有効
求人倍率も7.37倍と高水準で推移しており、人員配置の充足は極めて困難な状況にある。
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※ 事業者が必要とする配置人数に対して充足していない人員数をいう。

対象事業者数：38社
有効回答数:34社
調査方法:Microsoft FormsによるWeb回答
調査期間：R8年８月７日～８月26日 134



（参考）病院における食事の例
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生産性向上・国内人材確保の取組

患者や入居者の状態に応じた多種多様な食事提供が求められ生産性向上の取組にも限界がある中、カッ
ト野菜、チルド品、クックチルの活用による作業時間の短縮や自動調理機の導入、調理・作業工程の見直
し等を行うなど生産性向上の取組を推進。

【取組事例】
• 調理作業の省力化（カット野菜・チルド品・クックチル等の導入、自動調理機の導入等）
• 配膳等に係る省力化（食札・配膳指示のデジタル化、作業動線の見直し等）
• セントラルキッチンの活用、食器洗浄機の導入、調理済み製品の開発・導入等

多様な人材を確保するため、完全調理品や自動炊飯、食洗器等を導入し、作業や早朝勤務の負担軽減等
を推進するとともに、賃上げなど処遇改善の取組等を実施。

【取組事例】
• 多様な人材の活用促進（高齢者、障害者、短時間勤務者、スポットワーカー等）
• 処遇改善の取組の強化（休暇制度の充実、各種手当・給与の見直し、短時間勤務の導入）
• 教育機関と連携した採用強化の取組（栄養士等養成施設からの実習受入拡大、特別支援学校と連携した

障害者の受入れ）
• 人材定着・離職防止の取組（研修制度・定期面談の充実等）

生産性向上

国内人材確保
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医療・福祉施設給食製造の育成イメージ（飲食料品製造業分野）

育成イメージ 医療・福祉施設給食製造を主たる技能として設定し育成・評価

２～３年目
１年目で目標とする作業に加えて、調理作業においてHACCPシステム（重要管理点（CCP）を設定し、そのモニタリング
と管理記録・改善（是正）措置を行うこと）に基づく管理作業やアレルギー等に配慮した調理作業、調理状態確認作業が
行えるようになる。

１年目 衛生管理作業が行えるようになる。下処理作業、調理作業（症状に応じた調理作業を含む）、計量作業、盛付作業が行え
るようになる。

衛生管理作業

○ 作業着、マスク、手
袋、帽子、毛髪等の
付着物点検作業

○ 洗浄・消毒及び殺菌

業
務
工
程

特定技能１号の技能水準
（相当程度の知識又は
経験を必要とする技能）

食品等を衛生的に取り扱う基本的な知識を有しており、飲食料品の製造・加工作業について、特段の育成・訓
練を受けることなく直ちにHACCP（原材料の受入れから最終製品までの行程ごとに、微生物による汚染、金属
の混入等の潜在的な危害要因を分析し、特に重要な工程を継続的に監視、記録する工程管理システム）に沿っ
た衛生管理に対応できる程度の業務に従事できる。

必須業務（１年目）

必須業務（２～３年目）

下処理作業 調理作業 仕上げ・確認作業

医
療
・
福
祉
施
設
へ
の
受
渡
し

品質管理基準に沿ったHACCPシステムに基づく管理作業

○ 調理作業のうち、品
質管理基準に沿った
温度管理作業

○ 調理状態確認作業

○ 食材の選別、洗浄及
び殺菌作業

○ 食材の皮むき及び
カット作業

○ 調理機械・器具等の
準備・使用作業

○ 調理（炊く、茹でる、
揚げる、炒める、煮
る、焼く、蒸す、和
える）、加熱温度測
定作業

○ アレルギー等に配慮
した食事の調理作業

写真 写真 写真 写真

育成就労評価試験（専門級）に合格
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